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明治３８年４月 徳山海軍煉炭製造所開設

周南コンビナートの形成までの歴史

大正１０年
海軍煉炭製造所（石炭）⇒海軍燃料廠（重油）へ

そして、周南コンビナートへ

大正 ７年 日本曹達工業㈱ 設立 （⇒㈱トクヤマ）
大阪鐵板製造㈱ 徳山分工場開設

（⇒日鉄ステンレス㈱）
昭和１０年 東洋曹達㈱ 設立 （⇒東ソー㈱）

昭和３２年 出光興産㈱徳山製油所 開設
昭和３９年 出光興産㈱徳山工場 開設
昭和４０年 日本ゼオン㈱徳山工場 開設



製造品出荷額等
(万円)

従業者数事業所数市区町村

670,116,30496,4841,703山口県

127,978,00811,362163周南市

化学工業 9,422億円
73.6% 

鉄鋼業 1,758億円 13.7% 

窯業・土石製品製造業 444億円 3.5% 

石油製品・石炭製品製造業 302億円 2.4% その他 872億円 6.8% 

製造品出荷額等
(従業者4人以上の事業所）

山口県内1位
約20%

事業所数、従業者数、製造品出荷額等

出典：経済産業省「2019年工業統計表」



周南コンビナートの特徴（電解コンビナート）

苛性ソーダ、塩化ビニルモノマー 生産能力日本一

水素

塩素

出光  62.3万ｔ／年

塩化ビニルモノマー（ＶＣＭ）

エチレンナフサ（輸入） パイプライン

電気分解

大
型
船
舶
に
よ
る
海
上
輸
送

原塩（輸入） 電解装置 苛性ソーダ

石炭火力
自家発電

エチレンセンター

電
解
コ
ン
ビ
ナ
ー

ト

高付加価値製品　

東ソー　 160万ｔ／年
トクヤマ 100万ｔ／年

東ソー　 230万ｔ／年
トクヤマ 200万ｔ／年

高純度多結晶シリコン

石炭（輸入）

確実なエチレン消費

国内最大

東ソー 67.7万kW
トクヤマ 51.7万kW
（＋30万kW認可）

東ソー 77.63万kw
トクヤマ 51.70万kw
(+30万kw認可)



国内の石炭火力自家発電設備の規模

認可最大出力名 称順位

159万3,300KW周南市
１

77万6,300KW東ソー株式会社

81万7,000KW株式会社トクヤマ

52万2,000KW茨城県鹿嶋市２

※株式会社トクヤマは、建設中の周南パワー30万KWを含む。

周南コンビナートの強みは石炭火力による

安価・安定的な電力



周南コンビナート（電力）を取り巻く状況の変化

再エネ推進
（FIT制度)
(2012.7～）

石炭火力フェードアウト
議論の開始
(2020.7～)

国際的な温室効果ガス排出削減の潮流

2050年
ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ宣言
(2020.10～)

資源エネルギー庁「再生可能エネルギー固定価格買取制度ガイドブック」より



バイオマス発電所の新設

ﾊﾞｲｵﾏｽ専焼発電所(5万KW)
2022年度内運転開始予定

周南パワー

石炭・ﾊﾞｲｵﾏｽ混焼発電所(30万KW)
2022年運転開始予定

（トクヤマ・丸紅・東京センチュリー）

※各社ＨＰより

石炭火力合計出力
77万6,300KW

石炭火力合計出力
51万7,000KW

バイオマスの混焼率向上の検討

周南コンビナート（電力）を取り巻く状況の変化

脱炭素・低炭素に向けた動きは今後さらなる加速が確実な状況

再エネ・石炭火力フェードアウト・カーボンニュト－トラルへの対応



私有林（個人）
288,566ha 66%

私有林（その他）
80,341ha 18%

市町有林
54,401ha

12%

国有林
11,446ha 3%

その他公有林
2,102ha 1%

山口県（参考）

周南市の森林の状況

山口県(参考)周南市

611,256 ha65,629 ha総面積 ①

436,856 ha50,955 ha森林面積 ②

71%78%森林面積の割合(②/①)

43%48%人工林率

出典：山口県「平成30年度山口県森林・林業統計要覧」

私有林（個人）
36,664ha 72%

私有林（その他）
7,518ha 15%

市町有林 5,502ha
11%

国有林
1,237ha 2%

その他公有林
34ha 0%

周南市

周 南 市



1～5年 6～10年 11～15年 16～20年 21～25年 26～30年 31～35年 36～40年 41～45年 46～50年 51～55年 56～60年 61～65年 66～70年 71～75年 76～80年

蓄積（㎥) 0 9,303 14,903 81,517 127,476 238,731 462,752 855,373 1,315,116 2,058,567 2,306,029 2,491,228 2,491,908 380,415 186,437 480,151

人工林面積(ha) 191 172 135 433 511 759 1,249 2,010 2,695 3,707 3,831 3,763 3,187 494 225 606
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周南市の人工林の構成

主伐期を迎えた植林後46年以上の森林が、面積で６６％、蓄積で７７％を占める。

市内森林は利用時期を迎えたものが大半
出典：林野庁「森林・林業統計要覧2020」、山口県「平成30年度山口県森林・林業統計要覧」、「岩徳地域森林計画書」より周南市作成

全 国:65%
山口県:59%

全 国:76%
山口県:73%

全体
うち植林後
46年以上

割合

① ② ②/①
面積 24,000ha 15,800ha 66%
蓄積 13,500㎥ 10,400㎥ 77%

（蓄積：㎥）（面積：ha）



森林の循環利用の必要性（林野庁HP掲載資料より）

人工林が本格的な利用期を迎える中、「伐って、使って、植える」森林の循環利用が重要。



割合
(A/B)

植林後46年以上
の材積(B)

素材生産量
(H30実績) (Ａ)

0.30%10,400千㎥31 千㎥周南市

0.35%65,200千㎥231千㎥（参考）山口県

◎ 伐る、使う（量：素材生産の状況）

「伐って、使って、植える」が進んでいない状況

割合
(C/D)

植林後46年以上の
人工林面積(D)

造林面積
（H30実績)(C)

0.20%15,800 ha32 ha周南市

0.19%107,000 ha199ha（参考）山口県

◎ 植える（面積：造林の状況）

木材利用（素材生産量）及び造林の状況

森林の循環利用の取組は急務

出典：山口県「平成30年度山口県森林・林業統計要覧」、「岩徳地域森林計画書」より周南市作成
樹下植栽を除く。森林整備センターを含む。



発電所と森林資源を併せ持つ地域特性を活かした取組み

緑山バイオマス材生産モデル事業

地域におけるバイオマス需要の増加

・2022年以降、新たに30万t以上が輸入見込
・2030年石炭火力ﾌｪｰﾄﾞｱｳﾄ対応(混焼率向上）
・2050年カーボンニュートラルへの対応

・約8割を占める利用期の森林蓄積
・地域の森林に対する新たなニーズ
・コンビナートと近接する森林の活用

地域のバイオマス生産・利用の課題

量・コスト

森林の循環利用の取組が急務

バイオマスの需要増と森林の循環利用の必要性を踏まえた取組

出典：国土地理院ウェブサイト(http://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html)(地理院タイルを加工して作成)



トクヤマ

出光興産

東ソー

緑山バイオマス材生産モデル事業

●既存の発電設備
東ソー、トクヤマ 一部施設でバイオマス混焼を実施中

●バイオマス発電の新設（2基）
出光興産 ：バイオマス専焼 (5万KW、2022年度内稼働予定)
周南パワー：石炭・バイオマス混焼 (30万Kw、2022年度稼働予定)

混焼率向上の検討（東ソー、トクヤマ) 将来的な国内調達検討（出光興産）

〇状況の変化 ： CO2排出削減及びFIT制度への対応

〇周南コンビナートは石炭火力による安価・安定電力が競争力

市内の発電施設で木質バイオマスの需要が高まる中、市域の8割を占める森林の活用に向け早生樹によるバイオマス生産を実証

〇今後のバイオマス需要の見込み

量・コストが課題

緑山バイオマス材生産モデル事業

・市有林(緑山：270ha）で、早生樹による木質バイオマス材生産を実証
・毎年、段階的にバイオマス生産に特化してコウヨウザン等早生樹に転換(R2～)

・短期間、低コストのバイオマス生産、森林と消費地の近接立地を生かした運搬費低減が期待

⇒スギの２．５倍の収穫量、労務費・育林費・生産費等が２／３、出荷までの期間減少分の維持費削減可（※）

・コンビナートの安価な電力・熱を利用した低コスト、オンサイト生産による加工後の運搬費削減を検討

早生樹による短期間、低コスト
によるバイオマス生産を実証。
段階的に早生樹へ転換

実証を踏まえ、他地域での早生樹
によるバイオマス材生産拡大へ

消費地に近接

安価な電力・熱を利用した
低コスト・オンサイト生産

市有林(緑山270ha)

※出典 資源エネルギー庁 「持続可能な木質バイオマス発電について」(R2.7)

出光興産
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高純度多結晶
シリコン

塩化ビニル
モノマー

塩素水素

エチレン

石炭火力
自家発電

エチレン
製造装置

ナフサ

東ソー 230万t/年

トクヤマ　200万t/年 東ソー 67.7万kw

トクヤマ 55.2万kw+30万Kw認可

原塩 電気分解
苛性
ソーダ

東ソー 160万t/年

トクヤマ　100万t/年

石炭

出典：国土地理院ウェブサイト(http://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html)(地理院タイルを加工して作成)

東ソー 67.7万kw
トクヤマ 51.7万kw



早生樹が15～20年で成長する
前提で、市有林（緑山:270ha）
を段階的に早生樹へ移行

目標：270ha÷15年＝18ha/年

15年間サイクルで伐採、再造林
を目標とする実証

市有林（緑山:270ha)

適宜、柔軟な最適手法の検討

例・植林密度を変化
・一部を用材エリア施業
・他樹種の植林、混合育成
・施肥の実施
・私有林等、他地域への展開
・森林機能の最大発揮の施業・
保育手法検討 ほか

＋

緑山バイオマス材生産モデル事業（事業イメージ）

市有林において、早生樹を活用した低コスト、15年サイクルによる循環的なバイオマス生産に着手（Ｒ１～）

毎年段階的に早生樹へ移行

1年目
(18ha)

2年目
(18ha)

3年目
(18ha)

6年目
(18ha)

5年目
(18ha)

4年目
(18ha)

7年目
(18ha)

8年目
(18ha)

9年目
(18ha)

12年目
(18ha)

11年目
(18ha)

10年目
(18ha)

13年目
(18ha)

14年目
(18ha)

15年目
(18ha)



・スギ・ヒノキなどは、幹の太い部分から建築資材や紙
など、製品として価値の高い順に利用
・根元部分や枝条等、他の材で使用できないものを
バイオマスとして利用する「カスケード利用」が前提。
・価値の高い木に育てるため、時間と手入れが必要

・当初から木の全体をバイオマスとする燃料用途の
森（エネルギーの森）を造林
・下刈、枝打や間伐等を省略し、育成コスト低減が
できないか。
・周南市に適した短期間で成長が見込まれる樹種
の実証的に育成

ﾊﾞｲｵﾏｽ用

製材用

製紙用

ﾊﾞｲｵﾏｽ用

合板用

バ
イ
オ
マ
ス
用

早生樹によるバイオマス生産の実証

45年以上 ⇒コウヨウザンで15～20年の実証しつつ、他の樹種も検討

現状 実証事業



早生樹を活用したバイオマス生産により期待される効果

出典：第１回林業・木質バイオマス発電の成長産業化に向けた研究会(H2.7)「持続可能な木質バイオマス発電について」（経済産業省説明資料）から抜粋



周南市 水素・木質バイオマスによる脱炭素・低炭素コンビナート構想(案）

水素パイプライン
トクヤマ・東ソー間

環境省委託事業で実施中

火力発電
(ﾊﾞｲｵﾏｽ専焼)

火力発電
電解プラント

火力発電
電解プラント

水素、バイオマスの混焼率向上

水素発電、
バイオマス専焼
への転換

原燃料転換・新技術確立

ＣＣＵＳ技術確立
CO2の回収,利用
CO2ﾌﾘｰ水素製造

既存タンクを活用した
水素輸入・貯蔵・移出拠点

水素パイプライン
（構想）

石炭火力自家発電

コンビナートエネルギーを
活用したスマートシティ推進

火力発電

コンビナートエネルギーを活用
したスマートシティ推進

・市庁舎,駅ビルへ電力供給（実施中）
・水素 , 未利用蒸気の利用 （構想）

電力蒸気

※CO2を回収,貯留,利用する技術

水素

木質バイオマスの地産地消化
市有林における早生樹活用実証（着手),近接立地、
安価安定な電力,蒸気を活用した地域内生産

輸入燃料の多様化
水素＋石炭・バイオマス

木質バイオマス・石炭水 素
（液化水素・有機ハイドライド等）

水素先進都市の加速化
水素ｽﾃｰｼｮﾝ新増設、定置用燃料電池設置(実証)

燃料電池自動車普及促進、FCバス導入、非常用電源活用

次期・周南市水素利活用構想･計画（案）

〇水素製造、輸送・貯蔵の
本格化

・海外での未利用ｴﾈ由来水素
の製造等(2030年～)

・国内外でのCO2フリー水素
の製造等(2040年～)

〇水素発電
・既存設備での混焼発電
・専焼技術確立(2030年～)
〇地域における水素輸送
・ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ輸送(2030年～)
〇水素ｽﾃｰｼｮﾝ整備
・2025年 320箇所
・2030年 900箇所
〇定置用燃料電池の自立的普及
・家庭用 2020年～
・産業用 2020年代後半～
〇燃料電池自動車の普及
・2025年 20万台
・2030年 80万台
〇燃料電池バスの普及
・2030年 1,200台

(国)水素燃料電池ロードマップ(2019)

〇バイオマスのコスト低減
・燃料用途の森(ｴﾈﾙｷﾞｰの森)を
目指した早生樹育成により
ｺｽﾄ削減、短期間出荷が期待

・早生樹の商業利用化による
林業と発電事業の持続可能な
共生構築も期待

(国)林業・木質バイオマス発電の成長
産業化に向けた研究会(2020）

（単独市町村として国内最大の認可出力）

出典：国土地理院ウェブサイト(http://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html)(地理院タイルを加工して作成)



地域資源である水素のエネルギー活用に向けた取組



国のカーボンニュートラル政策（水素） 出典：国土交通省HP掲載資料



国のカーボンニュートラル政策（バイオマス）
出典：経済産業省HP令和3年度概算要求資料




